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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間

自平成27年
４月１日
至平成27年
９月30日

自平成28年
４月１日

至平成28年
９月30日

自平成29年
４月１日
至平成29年
９月30日

自平成27年
４月１日
至平成28年
３月31日

自平成28年
４月１日
至平成29年
３月31日

正味収入保険料 （百万円） 84,823 82,675 83,292 169,024 166,217

（対前期増減率） （％） (2.65) (△2.53) (0.75) (0.74) (△1.66)

経常利益 （百万円） 3,893 6,073 8,135 9,784 3,781

（対前期増減率） （％） (△65.59) (55.98) (33.96) (△30.50) (△61.35)

中間（当期）純利益 （百万円） 2,940 4,205 5,923 6,468 2,281

（対前期増減率） （％） (△73.56) (43.06) (40.84) (△58.63) (△64.73)

正味損害率 （％） 56.58 57.54 56.41 61.49 59.78

正味事業費率 （％） 34.80 35.75 35.24 35.36 36.30

利息及び配当金収入 （百万円） 4,603 4,293 4,448 8,237 7,884

（対前期増減率） （％） (0.85) (△6.75) (3.62) (△1.84) (△4.29)

持分法を適用した場合の投資

利益
（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 52,500 52,500 52,500 52,500 52,500

（発行済株式総数） （株） (293,452) (293,452) (293,452) (293,452) (293,452)

純資産額 （百万円） 116,902 118,567 135,049 121,346 126,296

総資産額 （百万円） 659,836 631,238 648,648 652,166 640,027

１株当たり純資産額 （円） 398,427.71 404,103.86 460,277.13 413,573.66 430,444.28

１株当たり中間（当期）純利

益金額
（円） 10,020.16 14,334.38 20,188.58 22,044.46 7,775.91

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 17.72 18.78 20.82 18.61 19.73

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 7,711 8,066 9,556 △5,343 3,803

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 6,471 15,745 5,304 8,866 7,706

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） － △13,800 － － △13,800

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（百万円） 38,546 37,898 40,458 27,886 25,597

従業員数
（人）

2,713 2,706 2,703 2,663 2,694

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔407〕 〔402〕 〔393〕 〔405〕 〔403〕
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　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないため、最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主

要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

３．正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用対象会社がないため、記載しておりません。

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

６．１株当たり配当額については、配当を行っていないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】
　当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】
　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】
(1）提出会社の状況

平成29年９月30日現在
 

従業員数（人） 2,703  〔393〕

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数は〔　〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

 

(2）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
(1）業績

当中間会計期間のわが国の経済は、企業収益と雇用・所得環境の着実な改善を背景に個人消費も持ち直し、緩や

かな回復基調が続きました。このような情勢の中、当社におきましては、中期経営計画『「未来へのナビゲーショ

ン」～未来をより確かなものとするために～』（平成28年度～平成30年度）の中間年度として、「企業収益力の強

化」「持続的成長と企業価値拡大に向けた態勢整備」「お客様のニーズに即した商品・販売スキーム・サービスの

開発力・提供力の強化」「女性・高年齢層の活躍促進と人材育成の強化」の４つの基本方針に基づく施策を実施し

てまいりました。

その結果、当中間会計期間の業績は、次のとおりとなりました。

経常収益は、保険引受収益が904億円、資産運用収益が45億円、その他経常収益が０億円となった結果、前中間

会計期間に比べ25億円減少し、951億円となりました。

一方、経常費用は、保険引受費用が726億円、資産運用費用が０億円、営業費及び一般管理費が142億円、その他

経常費用が１億円となった結果、前中間会計期間に比べ46億円減少し、870億円となりました。

この結果、経常利益は前中間会計期間に比べ20億円増加し、81億円となりました。

経常利益に特別利益、特別損失及び法人税等を加減した中間純利益は前中間会計期間に比べ17億17百万円増加

し、59億23百万円となりました。

 

当中間会計期間における保険引受の状況は次のとおりであります。

 

（保険引受の状況）

①保険引受利益

区分

前中間会計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

（百万円）

当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

（百万円）

対前年増減（△）額
（百万円）

保険引受収益 94,441 90,496 △3,944

保険引受費用 76,497 72,622 △3,874

営業費及び一般管理費 13,616 13,816 199

その他収支 △431 △400 30

保険引受利益 3,894 3,656 △238

　（注）１．営業費及び一般管理費は、中間損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額で

あります。

２．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などであります。
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②種目別保険料・保険金

ａ）元受正味保険料（含む収入積立保険料）

区分

前中間会計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

金額
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
（△）率
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
（△）率
（％）

火災 14,499 14.75 △14.39 15,089 15.55 4.07

海上 1,210 1.23 △14.20 1,298 1.34 7.28

傷害 20,073 20.42 △5.02 17,412 17.95 △13.25

自動車 30,443 30.98 0.40 30,363 31.29 △0.26

自動車損害賠償責任 11,207 11.40 △0.13 10,927 11.26 △2.50

建物更新 6,240 6.35 1.92 4,996 5.15 △19.93

その他 14,613 14.87 1.61 16,940 17.46 15.92

合計 98,288 100.00 △3.19 97,027 100.00 △1.28

（うち収入積立保険料） (6,715) (6.83) (△8.09) (5,302) (5.46) (△21.04)

　（注）元受正味保険料（含む収入積立保険料）とは、元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を

控除したものをいいます。（積立型保険の積立保険料を含みます。）

 

ｂ）正味収入保険料

区分

前中間会計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

金額
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
（△）率
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

対前年増減
（△）率
（％）

火災 7,437 9.00 △16.09 8,446 10.14 13.57

海上 1,086 1.31 △14.54 1,168 1.40 7.62

傷害 17,395 21.04 △3.22 14,987 17.99 △13.84

自動車 31,284 37.84 0.46 30,610 36.75 △2.15

自動車損害賠償責任 10,052 12.16 △3.05 10,557 12.68 5.03

建物更新 1,758 2.13 13.68 1,607 1.93 △8.61

その他 13,661 16.52 0.01 15,913 19.11 16.49

合計 82,675 100.00 △2.53 83,292 100.00 0.75
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ｃ）正味支払保険金

区分

前中間会計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

金額
（百万円）

対前年増減
（△）率
（％）

正味損害率
（％）

金額
（百万円）

対前年増減
（△）率
（％）

正味損害率
（％）

火災 4,515 △3.99 64.10 4,970 10.07 61.79

海上 800 △17.05 77.67 731 △8.60 66.46

傷害 9,389 5.28 60.02 8,572 △8.70 63.22

自動車 14,601 △2.80 54.69 14,899 2.04 56.70

自動車損害賠償責任 7,249 △1.74 78.38 7,026 △3.08 72.39

建物更新 814 △23.38 52.84 840 3.09 58.85

その他 4,847 3.15 41.00 4,788 △1.21 35.02

合計 42,218 △1.24 57.54 41,829 △0.92 56.41

 （注）正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）／正味収入保険料×100
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（参考）単体ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当中間会計期間

（平成29年９月30日）

(A）単体ソルベンシー・マージン総額 212,466 229,719

資本金又は基金等 70,447 76,417

価格変動準備金 2,672 2,781

危険準備金 － －

異常危険準備金 59,471 62,251

一般貸倒引当金 0 0

その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益

（税効果控除前）
72,093 75,827

土地の含み損益 △3,801 △1,488

払戻積立金超過額 － －

負債性資本調達手段等 12,000 12,000

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等

のうち、マージンに算入されない額
－ －

控除項目 2,462 2,462

その他 2,046 4,392

(B）単体リスクの合計額
45,135 45,197

一般保険リスク（Ｒ1） 13,972 14,086

第三分野保険の保険リスク（Ｒ2） － －

予定利率リスク（Ｒ3） 1,576 1,547

資産運用リスク（Ｒ4） 27,743 28,564

経営管理リスク（Ｒ5） 1,629 1,101

巨大災害リスク（Ｒ6） 11,026 10,853

(C）単体ソルベンシー・マージン比率

［(A)／｛(B)×１／２｝］×100
941.4％ 1,016.5％

（注）「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第86条（単体ソルベンシー・マージン）及び

第87条（単体リスク）並びに平成８年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出された比率であります。

 

＜単体ソルベンシー・マージン比率＞

・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立ててお

りますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発

生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

 

・この「通常の予測を超える危険」に対して「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」の割合

を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」であります。
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・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。

①保険引受上の危険　　　　　　：

（一般保険リスク）

（第三分野保険の保険リスク）

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨

大災害に係る危険を除く）

②予定利率上の危険　　　　　　：

（予定利率リスク）

実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発

生し得る危険

③資産運用上の危険　　　　　　：

（資産運用リスク）

保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することによ

り発生し得る危険等

④経営管理上の危険　　　　　　：

（経営管理リスク）

業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外

のもの

⑤巨大災害に係る危険　　　　　：

（巨大災害リスク）

通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生

し得る危険

 

・「損害保険会社が有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保

険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み損

益の一部等の総額であります。

 

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつであり

ますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされております。

 

(2）キャッシュ・フロー

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、積立型保険の満期返戻金の減少などにより前中間会計期間に比べ14億円

増加し、95億円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却・償還による収入が減少し

たことなどにより前中間会計期間に比べ104億円減少し、53億円となりました。財務活動によるキャッシュ・フ

ローは、発生しておりません。

以上の結果、当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ148億円増加し、404億円と

なりました。

 

２【生産、受注及び販売の状況】
「生産、受注及び販売の状況」は、損害保険業における業務の特殊性のため、該当する情報はありません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
当中間会計期間において、経営方針、経営環境及び対処すべき課題等について、重要な変更はありません。

 

４【事業等のリスク】
　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

５【経営上の重要な契約等】
当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】
該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(1）重要な会計方針及び見積り

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。中間財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針につきましては、第５〔経理の状況〕の「重要な

会計方針」に記載しておりますが、当社は、特に以下の重要な会計方針及び見積りが、当社の中間財務諸表として

作成・報告される財政状態及び経営成績に大きな影響を及ぼすと考えております。なお、本項に記載した将来に関

する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであり、不確実性を内在しており、あるいはリスク

を含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性があります。

 

①　有価証券の減損

　当社は、市場の価格変動等のリスクのある有価証券を保有しており、価格の下落が著しくかつ一時的でないと

判断した場合、減損処理を行っております。将来において市況の悪化及び投資先の業績不振等により、有価証券

評価損の計上が必要となる可能性があります。

 

②　貸倒引当金

　当社は、貸付先の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。貸付先の財

政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

 

③　繰延税金資産

当社は、繰延税金資産の計上に当たって、将来の課税所得の見積りに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判

断し、回収の見込めない部分を評価性引当額として、繰延税金資産から控除して計上しております。経営環境の

変化等により将来の課税所得の見積額が変動した場合や、税制改正により税率変更等が生じた場合、繰延税金資

産の計上額が変動する可能性があります。

 

④　支払備金

当社は、保険契約に基づいて支払義務が発生又は発生したと認められる保険金等のうち、まだ支払っていない

金額を見積り、支払備金として計上しております。このうち、既発生未報告の支払備金については、過去のデー

タに基づき、統計的見積法等により算出しております。将来において裁判の判例及び為替変動の影響等により、

支払備金の必要額が変動する可能性があります。

 

⑤　責任準備金

当社は、保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるため、責任準備金を計上しております。当初想定

した環境や条件等と実際の損害の発生等の結果が大きく変動した場合には、責任準備金の追加計上が必要となる

可能性があります。

 

⑥　退職給付債務等

当社は、退職給付債務及び退職給付費用については、割引率や将来の退職率等の前提条件や年金資産の長期期

待運用収益率に基づいて算出しております。前提条件と実際の結果が異なる場合や前提条件を変更する必要が発

生した場合には、退職給付債務及び退職給付費用が変動する可能性があります。

 

⑦　固定資産の減損

当社は、資産の時価の著しい下落及び収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった固定資産について

は、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しております。回収可能価額は、将来キャッシュ・フロー、割引率、正味売却価額など多くの前提

条件に基づいて算出しているため、不動産価格の下落や賃貸用ビルにおける賃貸収入の減少などにより前提条件

と実際の結果が異なる場合や算出の前提条件が将来変更された場合には、新たに減損損失の計上が必要となる可

能性があります。
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(2）経営成績の分析

①　経常収益

当中間会計期間の経常収益は、保険引受収益につきましては、責任準備金戻入額が減少したことなどにより前

中間会計期間に比べ39億円減少し、904億円となりました。資産運用収益につきましては、有価証券売却益が増

加したことなどにより前中間会計期間に比べ13億円増加し、45億円となりました。その他経常収益が０億円と

なった結果、経常収益は、前中間会計期間に比べ25億円減少し、951億円となりました。

 

②　経常費用

当中間会計期間の経常費用は、保険引受費用につきましては、満期返戻金が減少したことなどにより前中間会

計期間に比べ38億円減少し、726億円となりました。資産運用費用につきましては、有価証券売却損が減少した

ことなどにより前中間会計期間に比べ８億円減少し、０億円となりました。営業費及び一般管理費につきまして

は、前中間会計期間に比べ１億円増加し、142億円となりました。その他経常費用が１億円となった結果、経常

費用は、前中間会計期間に比べ46億円減少し、870億円となりました。

 

③　経常利益及び中間純利益

経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は、前中間会計期間に比べ20億円増加し、81億円となりました。

経常利益に特別利益、特別損失及び法人税等を加減した結果、中間純利益は前中間会計期間に比べ17億17百万

円増加し、59億23百万円となりました。

 

(3）財政状態の分析

①　総資産及び純資産の状況

当中間会計期間末の総資産につきましては、前事業年度末に比べ86億円増加し、6,486億円となりました。

純資産につきましては、前事業年度末に比べ87億円増加し、1,350億円となりました。

 

②　リスク管理債権の状況

リスク管理債権として区分している破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権

額の合計額につきましては、前事業年度末と横ばいの０億円となりました。貸付金残高に占めるリスク管理債権

の比率は、0.3％となりました。

 

③　ソルベンシー・マージン比率の状況

当中間会計期間末の単体ソルベンシー・マージン比率につきましては、純資産や有価証券含み益が増加したこ

となどから前事業年度末に比べ75.1ポイント上昇し、1,016.5％となりました。

ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつであ

りますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされておりま

す。

 

(4）資金の財源及び資金の流動性の分析

①　キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「１　業績等の概要(2）キャッシュ・フロー」に記載のと

おりであります。

 

②　資金の流動性

資金の運用にあたっては、巨大災害の発生に伴う保険金支払などに備えて、十分な流動性資産を確保しており

ます。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】
　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】
　前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】
(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000

計 500,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年12月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 293,452 293,452 非上場・非登録

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式でありま

す。

なお、単元株式数

の定めはありませ

ん。

計 293,452 293,452 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年４月１日

～

平成29年９月30日

－ 293,452 － 52,500 － 12,559
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(6)【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町２－７－９ 217,729 74.19

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－13－２ 18,907 6.44

信金中央金庫 東京都中央区八重洲１－３－７ 17,857 6.08

三菱ＵＦＪニコス株式会社 東京都文京区本郷３－33－５ 1,786 0.60

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町１－３－１ 1,785 0.60

全国共済水産業協同組合連合会 東京都千代田区内神田１－１－12 1,785 0.60

日本コープ共済生活協同組合連合会 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－１－13 1,785 0.60

全国労働者共済生活協同組合連合会 東京都渋谷区代々木２－12－10 1,785 0.60

株式会社　八千代銀行 東京都新宿区新宿５－９－２ 1,785 0.60

積水ハウス株式会社 大阪府大阪市北区大淀中１－１－88 1,785 0.60

大和ハウス工業株式会社 大阪府大阪市北区梅田３－３－５ 1,785 0.60

前田建設工業株式会社 東京都千代田区富士見２－10－２ 1,785 0.60

計 － 270,559 92.19

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　普通株式　　　 43
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　293,409 293,409

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 293,452 － －

総株主の議決権 － 293,409 －
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②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

 共栄火災海上保険

 株式会社

 東京都港区新橋

 １－18－６
　　43 　　　－ 　　43 　0.01

計 － 　　43 　　　－ 　　43 　0.01

 

２【株価の推移】
　該当事項はありません。

 

３【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき「保険業法施行規則」（平成８年大蔵省令第５号）に準拠して作成し

ております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29

年９月30日）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人による中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について
　「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項の規定に

より、当社では、子会社の資産、経常収益、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企

業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏し

いものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、経常収益基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　資産基準 0.08％

　経常収益基準 0.06％

　利益基準 0.62％

　利益剰余金基準 2.09％
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１【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当中間会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

現金及び預貯金 27,211 42,042

有価証券 ※３ 516,173 ※３ 517,820

貸付金 ※４ 7,368 ※４ 5,978

有形固定資産 ※１,※７ 51,265 ※１,※７ 50,376

無形固定資産 155 152

その他資産 30,949 26,402

その他の資産 30,949 ※２ 26,402

前払年金費用 237 －

繰延税金資産 6,854 6,055

貸倒引当金 △188 △181

資産の部合計 640,027 648,648

負債の部   

保険契約準備金 471,915 471,926

支払備金 ※５ 61,515 ※５ 61,309

責任準備金 ※６ 410,399 ※６ 410,617

その他負債 26,891 26,598

未払法人税等 1,425 2,778

資産除去債務 146 147

その他の負債 25,320 ※２ 23,672

退職給付引当金 8,698 8,776

役員退職慰労引当金 140 121

特別法上の準備金 2,672 2,781

価格変動準備金 2,672 2,781

再評価に係る繰延税金負債 ※７ 3,412 ※７ 3,394

負債の部合計 513,731 513,598

純資産の部   

株主資本   

資本金 52,500 52,500

資本剰余金   

資本準備金 12,559 12,559

資本剰余金合計 12,559 12,559

利益剰余金   

利益準備金 2,952 2,952

その他利益剰余金 2,444 8,413

配当引当積立金 2,500 2,500

特別積立金 4,000 4,000

繰越利益剰余金 △4,055 1,913

利益剰余金合計 5,396 11,365

自己株式 △8 △8

株主資本合計 70,447 76,417

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 58,817 61,647

土地再評価差額金 ※７ △2,969 ※７ △3,015

評価・換算差額等合計 55,848 58,632

純資産の部合計 126,296 135,049

負債及び純資産の部合計 640,027 648,648
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②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

経常収益 97,783 95,185

保険引受収益 94,441 90,496

（うち正味収入保険料） ※１ 82,675 ※１ 83,292

（うち収入積立保険料） 6,715 5,302

（うち積立保険料等運用益） 1,877 1,694

（うち支払備金戻入額） ※４ 316 ※４ 206

（うち責任準備金戻入額） ※５ 2,856 －

資産運用収益 3,252 4,594

（うち利息及び配当金収入） ※６ 4,293 ※６ 4,448

（うち有価証券売却益） 729 1,573

（うち積立保険料等運用益振替） △1,877 △1,694

その他経常収益 89 94

経常費用 91,710 87,050

保険引受費用 76,497 72,622

（うち正味支払保険金） ※２ 42,218 ※２ 41,829

（うち損害調査費） 5,350 5,157

（うち諸手数料及び集金費） ※３ 15,937 ※３ 15,538

（うち満期返戻金） 12,911 9,790

（うち責任準備金繰入額） － ※５ 217

資産運用費用 884 21

（うち有価証券売却損） 742 17

（うち有価証券評価損） 136 －

営業費及び一般管理費 14,063 14,255

その他経常費用 264 150

（うち支払利息） 226 101

経常利益 6,073 8,135

特別利益 2 66

固定資産処分益 2 66

特別損失 264 201

固定資産処分損 23 12

特別法上の準備金繰入額 60 109

価格変動準備金繰入額 60 109

その他 181 79

税引前中間純利益 5,811 8,001

法人税及び住民税 824 2,616

法人税等調整額 781 △538

法人税等合計 1,605 2,077

中間純利益 4,205 5,923
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
配当引当
積立金

特別積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 52,500 12,559 12,559 2,952 2,500 4,000 △6,429 3,022 △8 68,074

当中間期変動額           

中間純利益       4,205 4,205  4,205

土地再評価差額金の取
崩

      91 91  91

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

          

当中間期変動額合計 － － － － － － 4,297 4,297 － 4,297

当中間期末残高 52,500 12,559 12,559 2,952 2,500 4,000 △2,131 7,320 △8 72,371

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 56,149 △2,877 53,272 121,346

当中間期変動額     

中間純利益    4,205

土地再評価差額金の取
崩

   91

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

△6,984 △91 △7,076 △7,076

当中間期変動額合計 △6,984 △91 △7,076 △2,778

当中間期末残高 49,165 △2,969 46,195 118,567
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当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
配当引当
積立金

特別積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 52,500 12,559 12,559 2,952 2,500 4,000 △4,055 5,396 △8 70,447

当中間期変動額           

中間純利益       5,923 5,923  5,923

土地再評価差額金の取
崩

      46 46  46

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

          

当中間期変動額合計 － － － － － － 5,969 5,969 － 5,969

当中間期末残高 52,500 12,559 12,559 2,952 2,500 4,000 1,913 11,365 △8 76,417

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 58,817 △2,969 55,848 126,296

当中間期変動額     

中間純利益    5,923

土地再評価差額金の取
崩

   46

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

2,829 △46 2,783 2,783

当中間期変動額合計 2,829 △46 2,783 8,753

当中間期末残高 61,647 △3,015 58,632 135,049
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間会計期間

(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 5,811 8,001

減価償却費 984 928

減損損失 181 79

支払備金の増減額（△は減少） △316 △206

責任準備金の増減額（△は減少） △2,856 217

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 248 77

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △60 △19

価格変動準備金の増減額（△は減少） 60 109

利息及び配当金収入 △4,293 △4,448

有価証券関係損益（△は益） 151 △1,808

支払利息 226 101

為替差損益（△は益） △105 △13

有形固定資産関係損益（△は益） 0 △18

その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）

の増減額（△は増加）
4,998 4,592

その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）

の増減額（△は減少）
△644 △1,579

その他 157 200

小計 4,546 6,208

利息及び配当金の受取額 4,702 4,711

利息の支払額 △226 △99

法人税等の支払額 △956 △1,264

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,066 9,556

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預貯金の純増減額（△は増加） △5 30

有価証券の取得による支出 △16,245 △21,128

有価証券の売却・償還による収入 32,476 25,138

貸付けによる支出 △234 △228

貸付金の回収による収入 701 1,618

その他 △617 2

資産運用活動計 16,075 5,432

営業活動及び資産運用活動計 24,141 14,989

有形固定資産の取得による支出 △357 △280

有形固定資産の売却による収入 30 112

その他 △3 39

投資活動によるキャッシュ・フロー 15,745 5,304

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入金の返済による支出 △13,800 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,800 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,011 14,860

現金及び現金同等物の期首残高 27,886 25,597

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 37,898 ※１ 40,458
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法により行っております。

(2）その他有価証券のうち時価のある株式の評価は、中間決算日前１ヶ月の市場価格等の平均価格に基

づく時価法、それ以外の評価は、中間決算日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいて

おります。

(3）その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に

基づく原価法により行っております。

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法により行っております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のと

おり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生して

いる債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当

てております。

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担

保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の

支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額

に乗じた額を引き当てております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、それぞれの債権管理担当部署が資産査定を実施

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

(3）役員退職慰労引当金

役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

(4）価格変動準備金

株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

EDINET提出書類

共栄火災海上保険株式会社(E03850)

半期報告書

21/35



５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

６．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び

取得日から満期日又は償還日までの期間が３ヵ月以内の定期預金等の短期投資からなっております。

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。

　なお、資産に係る控除対象外消費税等はその他の資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。

 

（表示方法の変更）

（中間貸借対照表関係）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「有形固定資産」の「土地」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当中間会計期間より「有形固定資産」として一括掲記することとしております。この表示方法

の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「有形固定資産」の「土地」として独立掲記していた

32,062百万円は、「有形固定資産」として一括掲記しております。

 

（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。

 （単位：百万円）

前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

55,102 55,531

 

※２．収益に係る消費税等についてはその他の負債に計上し、資産に係る消費税等のうち控除対象消費税等及

び控除対象外消費税等未償却残高についてはその他の資産に計上しております。

 

※３．担保に供している資産は次のとおりであります。

 （単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

有価証券 491 488

合計 491 488

（注）信用状発行の担保として差し入れております。
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※４．貸付金のうち破綻先債権等の金額は次のとおりであります。

 （単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

破綻先債権額

延滞債権額

３ヵ月以上延滞債権額

貸付条件緩和債権額

－

22

－

－

－

16

－

－

合計 22 16

（注）破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政

令第97号）第96条第１項第３号イからホまで（貸倒引当金勘定への繰入限度額）に掲げる事由又は同

項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。

 延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

　３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先

債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

 

※５．支払備金の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を

除く）
59,402 59,217

同上に係る出再支払備金 3,451 3,337

差引（イ） 55,950 55,880

地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る支払備金

（ロ）
5,565 5,428

計（イ＋ロ） 61,515 61,309

 

※６．責任準備金の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 166,708 166,999

同上に係る出再責任準備金 18,493 19,018

差引（イ） 148,215 147,981

その他の責任準備金（ロ） 262,183 262,636

計（イ＋ロ） 410,399 410,617
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※７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　平成13年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線

価に基づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出したほか、第５号に定める鑑定評価に基

づいて算出しております。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額

（単位：百万円）

前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

4,771 3,408

 

８．保険業法第91条の規定による組織変更剰余金額は次のとおりであります。

 （単位：百万円）

前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

9,893 9,893

 

（中間損益計算書関係）

※１．正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

収入保険料

支払再保険料

100,853

18,178

100,549

17,257

差引 82,675 83,292

 

※２．正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

支払保険金

回収再保険金

62,363

20,144

50,153

8,323

差引 42,218 41,829
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※３．諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

支払諸手数料及び集金費

出再保険手数料

17,359

1,422

16,980

1,441

差引 15,937 15,538

 

※４．支払備金戻入額（△は支払備金繰入額）の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

支払備金戻入額（出再支払備金控除前、(ロ)に

掲げる保険を除く）
△2,864 184

同上に係る出再支払備金戻入額 △2,924 114

差引(イ) 59 69

地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る支

払備金戻入額(ロ)
257 136

計(イ＋ロ) 316 206

 

※５．責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除

前）
△50 291

同上に係る出再責任準備金繰入額 866 525

差引(イ) △916 △234

その他の責任準備金繰入額(ロ) △1,939 452

計(イ＋ロ) △2,856 217

 

※６．利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

預貯金利息

有価証券利息・配当金

貸付金利息

不動産賃貸料

その他利息・配当金

1

3,989

86

214

0

0

4,156

72

219

0

計 4,293 4,448
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数（株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式 293,452 － － 293,452

合計 293,452 － － 293,452

自己株式     

普通株式 43 － － 43

合計 43 － － 43

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数（株）

当中間会計期間増加

株式数（株）

当中間会計期間減少

株式数（株）

当中間会計期間末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式 293,452 － － 293,452

合計 293,452 － － 293,452

自己株式     

普通株式 43 － － 43

合計 43 － － 43

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円）

 
 前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
　　至　平成28年９月30日）

 当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
　　至　平成29年９月30日）

現金及び預貯金

有価証券

預入期間が３ヵ月を超える定期預金

現金同等物以外の有価証券

39,537

495,895

△1,639

△495,895

42,042

517,820

△1,584

△517,820

現金及び現金同等物 37,898 40,458

 

２．投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フロー

を含んでおります。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

中間貸借対照表（貸借対照表）計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注２）参照）。

 

前事業年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預貯金 27,211 27,211 －

(2)有価証券    

　 その他有価証券 508,144 508,144 －

(3)貸付金 7,368   

  貸倒引当金(*) △13   

 7,355 7,447 91

資産計 542,711 542,803 91

　借入金 12,000 12,215 215

負債計 12,000 12,215 215

(*)貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
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当中間会計期間（平成29年９月30日）

（単位：百万円）

 
中間貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)現金及び預貯金 42,042 42,042 －

(2)有価証券    

  その他有価証券 509,798 509,798 －

(3)貸付金 5,978   

  貸倒引当金(*) △9   

 5,968 6,016 47

資産計 557,810 557,858 47

　借入金 12,000 12,151 151

負債計 12,000 12,151 151

(*)貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

 

(注１）金融商品の時価の算定方法

資　産

　(1）現金及び預貯金

預貯金は、主に短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。

　(2）有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格、日本証券業協会の発表する「公社債店頭売

買参考統計値平均値」、取引金融機関から提示された価格等によっております。また、投資信託につい

ては、公表されている基準価格によっております。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」に記載しており

ます。

　(3）貸付金

貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、外部格付・内部格付、期間、担保・保証に基づいて、契約別に将来

キャッシュ・フローを見積もり、割引現在価値により時価を算定しております。なお、約定期間が短期

間のもの及び約款貸付は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロー

の現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中

間決算日（決算日）における中間貸借対照表（貸借対照表）価額から現在の貸倒見積高を控除した金額

に近似しており、当該価額を時価としております。

 

負　債

　借入金

借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、当社の信用状態は実行後大きく異

なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、外部格付、期間に基づいて、契約別に将来キャッシュ・フローを見積も

り、割引現在価値により時価を算定しております。
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(注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表（貸借対照表）計上額は

次のとおりであり、「(2)有価証券」に含めておりません。

（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）

当中間会計期間

（平成29年９月30日）

非上場株式及び組合財産が非上場株式か

ら構成されている組合出資金等
8,029 8,022

　　 (*)非上場株式及び組合財産が非上場株式から構成されている組合出資金等については、市場価格がな

く、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから、時価開示の対象とはして

おりません。

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

　　　該当事項はありません。

 

　２．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式47百万円、当中間会計期間

の中間貸借対照表計上額は子会社株式47百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、時価及び時価と中間貸借対照表（貸借対照表）計上額との差額を記載しておりま

せん。

 

３．その他有価証券

　前事業年度（平成29年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

　公社債

　株式

　外国証券

　その他

316,560

101,476

30,893

6,487

297,968

41,149

28,792

4,903

18,592

60,326

2,100

1,583

小計 455,417 372,814 82,603

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　公社債

　株式

　外国証券

　その他

15,052

1,514

35,018

1,142

15,389

1,680

36,960

1,196

△337

△166

△1,942

△53

小計 52,726 55,226 △2,499

合計 508,144 428,040 80,103

　（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含めておりません。
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　当中間会計期間（平成29年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 種類
中間貸借対照表

計上額
取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

　公社債

　株式

　外国証券

　その他

302,473

103,874

48,176

5,736

285,145

39,730

45,431

4,170

17,328

64,144

2,744

1,565

小計 460,261 374,478 85,783

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　公社債

　株式

　外国証券

　その他

23,047

2,172

21,989

2,327

23,246

2,357

22,956

2,506

△199

△184

△966

△179

小計 49,537 51,067 △1,530

合計 509,798 425,546 84,252

 （注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含めておりません。

 

（金銭の信託関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間決算日における時価に前事業年度の末日に比して著しい変動

が認められないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、損害保険事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

【関連情報】

前中間会計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 火災 海上 傷害 自動車
自動車損害

賠償責任
建物更新 その他 合計

外部顧客への

売上高
7,437 1,086 17,395 31,284 10,052 1,758 13,661 82,675

（注）売上高は正味収入保険料の金額を記載しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

中間損益計算書の売上高の金額に占める本邦の外部顧客に対する売上高に区分した金額の割合が90％

を超えているため、地域ごとの情報の記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

中間貸借対照表の有形固定資産の金額に占める本邦に所在している有形固定資産の金額の割合が90％

を超えているため、地域ごとの情報の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 火災 海上 傷害 自動車
自動車損害

賠償責任
建物更新 その他 合計

外部顧客への

売上高
8,446 1,168 14,987 30,610 10,557 1,607 15,913 83,292

（注）売上高は正味収入保険料の金額を記載しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

中間損益計算書の売上高の金額に占める本邦の外部顧客に対する売上高に区分した金額の割合が90％

を超えているため、地域ごとの情報の記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

中間貸借対照表の有形固定資産の金額に占める本邦に所在している有形固定資産の金額の割合が90％

を超えているため、地域ごとの情報の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

固定資産の減損損失については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額及び算定上の基礎については、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当中間会計期間

（平成29年９月30日）

１株当たり純資産額 430,444.28円 460,277.13円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（百万円） 126,296 135,049

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円）
126,296 135,049

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
293,409 293,409

 

２．１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎については、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 14,334.38円 20,188.58円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（百万円） 4,205 5,923

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（百万円） 4,205 5,923

普通株式の期中平均株式数（株） 293,409 293,409

(注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

(2)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第76期）（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月26日関東財務局長に提出。

 

EDINET提出書類

共栄火災海上保険株式会社(E03850)

半期報告書

33/35



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成29年12月19日

共栄火災海上保険株式会社   

 

取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 臼倉　　健司　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 日下部　惠美　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる共栄火災海上保険株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（平成

29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定

し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な

情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、共栄火災海上保険株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

29年４月１日から平成29年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管して

おります。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

共栄火災海上保険株式会社(E03850)

半期報告書

35/35


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報


	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

